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〔要　　　旨〕

農業政策金融機関である中国農業発展銀行は，設立後食糧買付資金の融資が中心であった
が，2004年以降，農業・農村の基盤整備のための融資が再び登場したほか，食糧企業以外の
企業に対する融資もつけ加えられ，同行の融資対象が多様化するとともに，融資額も急速な
テンポで増加を続けている。
本稿では，同行発足後21年間の融資内容を独自に整理・分類し，時期に分けてその実態や
問題点を分析し，同行が食糧買付資金の融資によって食糧生産・流通の円滑化を図る上で重
要性を持つだけではなく，農業・農村の基盤整備のための融資の増加などによって農業・農
村の資金不足の緩和にも寄与したことを明らかにした。また，同行が抱える未回収融資の問
題を明示したほか，同行の改革に関する議論の経緯や現在の改革案についても整理した。
最後に同行の望ましい方向に向かうための論点も提示した。まず大企業への融資は，民間

金融に任せるべきという世論を意識する必要があろう。また，同行は農業・農村基盤整備を
支える政策金融の機能を強化しながら，農業経営主体の変化を考慮した融資を検討すること
も必要と考えられる。

中国農業政策金融機関の変貌と課題

目　次

はじめに

1　 中国農業発展銀行の概観と資金調達・運用の

変化

（1）　創設の背景

（2）　資金調達・運用の変化

2　 中国農業発展銀行の融資業務の変貌と

諸問題点

（1）　 第 1期（1994～98年）

―「白条」問題の解消―

（2）　 第 2期（1998～04年）

―買付融資業務への特化―

（3）　 第 3期（2004～14年）

―融資分野の拡大―

3　中国農業発展銀行の改革に関する論点

（1）　改革にかかわる議論の経緯

（2）　現在の改革案と疑問点

おわりに

主事研究員　王　雷軒（Wang Leixuan）

農林中金総合研究所 
http://www.nochuri.co.jp/



農林金融2015・8
21 - 479

最後に同行の改革に関する議論の経緯や現

在の改革案を整理するとともに，望ましい

方向に向かうための論点も提示する。
（注 1） 最近の農村金融組織の概要や融資の動向・
特徴については，王（2013）を参照。

1　中国農業発展銀行の概観と
　　資金調達・運用の変化　　

（1）　創設の背景

中国農業発展銀行の創設背景として以下

の２つがある。１つは銀行制度の見直しで

ある。90年代に入って中国政府は国内の銀

行制度を見直し，政策融資業務と商業融資

業務を同時に持つ国有専業銀行の商業銀行

への転換を図った。国務院が93年に発表し

た「金融体制改革に関する決定」では，国

有専業銀行が担っていた商業融資業務と政

策融資業務の分離を決定した。この決定に

基づき，政策融資業務は94年に設立された

国家開発銀行，中国進出口銀行（中国輸出入

銀行），中国農業発展銀行という３つの政策

金融機関に移され，商業融資業務は国有商

業銀行を中心とする銀行が担うシステムが

構築された。

第２は「白条」という問題の解決である。

食糧増産を持続的に実現するという目的を

達成するために，政府は80年代半ばから食

糧流通制度に契約買付制度を導入した。契

約買付とは，国有食糧企業の末端買付機関

である食糧ステーションと農家とが作付け

前に，その年に買い付ける食糧の数量，価格

および基準品質に関する契約を締結し，こ

はじめに

中国農村のフォーマルな金融組織は，主

に農村信用合作社，中国農業発展銀行

（Agricultural Development Bank of China），

中国農業銀行等から構成される
（注1）
。そのなか

で農民・農業・農村（三農）にかかわる政

府の政策を遂行する農業政策金融機関が中

国農業発展銀行である。この銀行は1994年

に発足してから，経済環境の大きな変貌の

なかでダイナミックに変化している。

単なる食糧買付銀行であった中国農業発

展銀行の歩みは，中国マクロ経済および農

業・農村を取り巻く環境の変化によって大

きく変容してきた。近年，同行の融資額が

急速に増大し続けるとともに，融資対象も

多様化し，中国農村金融の主役にまでのし

あがった。

この銀行に関する研究は，中国国内では

数多く存在するが，内容的にはその時々の

動きの紹介などに関するものが多い。一方，

日本では，同行発足後21年間の業務内容の

変遷と問題点を整理した研究は今のところ

存在しない。

以上のような状況のもと，本稿では同行

の融資業務の実態と変化を，時期区分を設

けて分析し，その時々で抱える問題を明ら

かにする。構成は以下の通りである。まず

この銀行の設立の背景，資金調達・運用，

経営の状況を概観する。その次に時期を区

分して融資業務の展開や実績等に関する実

証的分析を行い，諸問題の解明を目指す。
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および中国銀行業監督管理委員会（CBRC）

の指導と監督を受けなければならない。
（注 2） 池上（2012）を参照。

（2）　資金調達・運用の変化

まず，中国農業発展銀行の資金調達につ

いてみてみよう。同行の貸出原資（負債）は

主に借入金，債券発行（政策金融債），預金，

の３つからなっている。借入金は中国人民

銀行の貸出によって調達されている。債券

発行については，自主的に毎年の発行計画

額を作成するが，発行額は基本的にマクロ

経済・金融の情勢に左右される。この政策

金融債には暗黙の国家保証が付いており，

市場金利より低利で調達できる。預金は，

取引関係を持つ食糧企業からの預金，他金

融機関および政府財政からの預金等から構

成されるものである。一般金融機関の受信

業務に比べて対象に制限はあるものの，受

信・与信業務は両方とも備わっている。同

行の資本金は財政部（日本の財務省に相当）

からの出資である。

第１表は，同行の資金調達と運用の推移

をまとめたものである。これをみると，貸

出原資は90年代後半から04年にかけては中

国人民銀行からの借入金に依存していたが，

それ以降は，債券発行や預金を通じて貸出

原資を得る割合が大幅に上昇した
（注3）
。借入金

の負債に占める比率は95年の86％から14年

には11％まで低下する一方，債券発行の比

率は14年に69％となっている。同行設立後

の数年間には少額ながら債券を発行してい

たが，99年から03年には発行されていない。

の契約に従って収穫後に買い入れる方式を

指す
（注2）
。この食糧買付などに必要な資金は，

中国農業銀行，国有食糧企業，地方政府が，

各３分の１ずつ負担していた。しかし，中国

農業銀行などの国有専業銀行を通じて国有

食糧企業に融資されるはずの食糧買付専用

資金が，他の用途に流用・転用されるケー

スが多発した。その結果，食糧買付の際に，

しばしば農家から買い付けた食糧の代金を

払えない「白条」という問題が発生するこ

とになった。「白条」とは，国有食糧企業が

80年代後半から90年代前半までの間，農家

から農産物を買付した際に，現金の代わり

に交付した支払保証書である。この支払保

証書には支払期日が明記されず，いつ現金

化が出来るか不明であったため，農家は生

活用品を買えず，化学肥料などの生産資材

も買えなくなり，大きな社会問題となった。

このため，食糧買付専用資金の流用に歯

止めをかけ，農業の安定的生産を維持する

ことが中国政府にとって最も重要な政策課

題となった。

こうしたなか，94年に中国農業発展銀行

が設立され，中国農業銀行などから農業政

策融資業務を引き継いだ。95年までに，同

行は省レベルの組織を整備し始め，97年ま

でに総行（本店）を頂点とした４層からなる

組織を形成した。14年末時点では，総行の

下に31の省レベルの分行（支店），303の市レ

ベルの分行，1,673の県レベルの支行がある。

同行は正規職員約５万人を有する。なお，

同行は国務院の直轄機関であり，業務内容

について，中国人民銀行（中国の中央銀行）
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蓄為替局（郵政貯蓄銀行の前身）が中国人民銀
行に預貯金を預託し，それが中国農業発展銀行
への貸出となっていた。しかし，03年 9月に中国
人民銀行は郵政貯蓄為替局が受け入れた新規預
金についてインターバンク市場，商業銀行や農
村信用社の大口預金，国債や金融債などへの自
主運用を行うことを承認したため，中国人民銀
行から中国農業発展銀行への貸出が困難になり，
同行の負債に占める借入金の比率が低下した。

2　中国農業発展銀行の融資業務
　　の変貌と諸問題点　　　　　

同行の融資は，金融当局の規則に基づい

て規制されており，融資の対象や条件など

が細かに分類されている。また，同行発足

以来，業務の撤廃や新たな業務の追加が発

生した。そのため，同行の融資内容は複雑

で，外部から容易に理解しがたい。そこで，

筆者は同行の融資内容を「年度報告」や統

計年鑑に基づいて大まかに整理・分類して

再集計した。ただし，この分類はあくまで

も比較便宜からのものにすぎず，実際の使

途は必ずしもそれほど明確ではない。以下

では，前述の３つの時期に分けてその実態

と問題点を分析してみることにする。

しかし，04年になると，再び発行をはじめ，

その額は飛躍的に増大している。

また，資金運用（貸出）の対象や詳細な

内容については後述するが，貸出残高全体

の動きや融資業務の性格の変化という視点

から，同行の融資業務の変容は３つの時期

に分けられる。94～98年は第１期であり，

この期間に貸出残高は毎年増加し，97年の

8,637億元にピークを迎えた。98～04年は第

２期であり，貸出残高は緩やかな減少とな

った。04年～現在（14年）は第３期で，貸

出残高は大幅に増加した。

最後に，同行の経営について簡単に触れ

てみよう。一般に，中国農業発展銀行のよ

うな政府出資の政策金融機関は，通常の商

業銀行のように利益の多寡が最大の経営目

標ということにはならない。97年には政府

財政から127億元の補てんを受けたにもか

かわらず，25億元の最終赤字を計上するな

ど，厳しい経営内容の時期もあったが，近

年は融資分野の拡充によって一定の利益を

上げている。
（注 3） 唐（2003），岡嵜（2010）によれば，郵政貯

95年末 98 01 04 07 10 13 14

資産
　うち貸出残高

5,425
4,688

8,142
7,095

7,842
7,432

7,496
7,190

10,676
10,224

17,498
16,710

26,227
25,027

31,422
28,314

負債
　うち 借入金残高

債券発行残高
預金残高

5,189
4,450
-

437

7,907
6,574
481
385

7,659
6,594
200
505

7,289
6,099
408
756

10,445
3,659
4,663
2,025

17,209
3,652
9,270
3,983

25,587
2,920

17,739
4,486

30,640
3,220

21,189
5,641

資本金 118 120 153 166 166 200 200 200

純利益 2 1 2 1 15 36 141 143

資料 　『中国農業発展銀行統計年鑑』，『中国金融年鑑』，「年度報告」各年版を基に筆者作成
（注）1  　借入金は中国人民銀行から，預金は国有食糧企業・政府財政などによるもの。

2  　資本金は払込資本金を利用。

第1表　中国農業発展銀行の資金調達と運用の推移
（単位　億元）
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業用水施設の建設，農家の生活基盤である

道路，水道，電気などのインフラ整備を行

うための資金をまとめたものである。これ

は主に地方政府などへの中長期（通常１～

３年間）の低利融資である。第１期では，こ

の区分の主な融資は農業開発向け融資と貧

困扶助向け融資となっている。農業開発向

け融資は，地方政府などを対象に農業用水

施設の整備や中山間地域の開発などを行う

ための資金である。貧困扶助向け融資は，

国が指定した貧困県や辺境地域の地方政府

等に対する資金である。

設立当初，同行は県レベルの支店がなか

ったため，融資業務の一部を中国農業銀行

に委託せざるを得なかった。しかし，中国

農業銀行による食糧買付専用資金の流用が

問題となっていた。さらに中国農業発展銀

行の国有食糧企業への融資についての管理

も不十分だったため，国有食糧企業による

資金の流用も多かった。このため，同行は

県支店を整備するとともに中国農業銀行へ

の委託を中止した。これにより，委託が原

因となっていた資金流用を根絶するととも

に，97年に「食糧買付専用資

金の管理方法」と「処罰方法」

を同行自身が制定することで，

国有食糧企業による資金流用

の防止に注力した。

その結果，前述した「白条」

という問題は次第に減少し，

98年には完全に解消した。こ

の意味では同行は農家の生産

意欲を高め，食糧の持続的な

（1）　第 1期（1994～98年）

―「白条」問題の解消―

同行創設から98年までの業務は，米や小

麦などの食糧・綿花・食用油原料という社

会安定につながる主要農産物の買付・備蓄・

加工・流通などへの融資および農業開発融

資と貧困扶助融資からなっていた。融資の

使途に応じて，筆者は主要農産物の買付・

備蓄・加工・流通などへの融資を，「農産品

安定化融資」，農業・農村開発融資と貧困扶

助融資などを，「農業・農村基盤整備融資」

の２つの類型に分ける。

「農産品安定化融資」は，食糧需給をバラ

ンスさせるために，食糧企業が農家から食

糧を買い入れるとともに，食糧不足および

食糧価格の大きな変動に備えるための備蓄

や流通の円滑化を図るための資金である。

これは国有食糧企業などへの短期融資で，

創設以来の主な業務である（第２表）。第１

期では，融資のほとんどが食糧・綿花・食

用油原料の買付・備蓄向けとなっている。

「農業・農村基盤整備融資」は，農業生産

性の向上を促すための農地整備や改良，農

95年 00 05 10 14

年間融資総額 4,305 5,885 3,654 6,277 11,185
うち農産品安定化融資
（食糧企業）

融資額 4,130 5,829 3,424 3,052 6,566
構成比 95.9 99.0 93.7 48.6 58.7

農業・農村基盤整備融資
（地方政府）

融資額
構成比

138
3.2

-
-

-
-

2,277
36.3

3,446
30.8

農業産業化促進融資
（食糧企業以外の企業）

融資額
構成比

-
-

-
-

230
6.3

949
15.1

1,172
10.5

資料 　「中国農業発展銀行統計年鑑」各年版を基に筆者作成
（注）1  　食糧はコメ，小麦，トウモロコシを指す。

2  　融資機能等から中国農業発展銀行の融資を3つに分けて整理した。
3  　項目のカッコ内は主要な融資対象だけを示した。

第2表　設立後の融資額の推移
（単位　億元，％）
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ずれも買付資金と売却資金の逆ざや分の資

金，一定期間の保管費用や買付資金の利息

の全てを中央政府または地方政府が食糧企

業に全額補てんする。しかし，中央政府に

よる企業への補てんが迅速に行われる一方，

地方政府による企業への補てんは，地方財

政の困難によって，予定通りにされないこ

とが多かった。また，多くの国有食糧企業

では，帳簿と在庫の不一致，株式投資や職

員厚生などへ不正流用が発生し，食糧買付

と販売の逆ザヤの発生もあって，赤字経営

が続いた。

こうしたなか，同行は99年にクローズ・

システムという国有食糧企業の銀行口座に

関する管理方法を導入した。これは，国有

食糧企業の多数の銀行口座を一本化し，中

国農業発展銀行で１つの口座を開設し，そ

の口座で買付用・財務用・返済用という３

つの科目を設けて資金管理を行う手法であ

る。中国農業発展銀行は，このような新た

増産に大きく貢献したといえよう。

一方，この期間における中長期融資であ

る農業・農村基盤整備融資は，地方政府の

財政難（94年の財政改革）などを受けて資金

回収が困難だった。また食糧生産の増加な

どに伴い必要な農産品安定化融資額が大き

く増大したことを背景に，98年３月に，同

行は農業・農村基盤整備融資を国有商業銀

行に引き渡した。

（2）　第 2期（1998～04年）

―買付融資業務への特化―

前述のように，中国農業発展銀行の業務

内容は一部変更され，98年以降，同行は食

糧買付専用資金の貸出に専念するようにな

った。そのため，同行の貸出残高は97年の

8,637億元から98年には7,095億元に減少し

た。民間食糧流通業者や食糧加工企業が食

糧の買付を行うことができるなど，農村に

おける食糧の買付と価格を自由化する改革

が進んだため，その後も融資量は緩やかに

減少する傾向にあった。

一方，同行の融資の未回収問題が顕在化

しつつある。設立初期から既に発生してい

たが，この時期にはさらに増大し，03年に

は正常とされる融資以外の融資残高が，融

資残高全体の65％を占めるようになった

（第３表）。

融資残高の半分以上が未回収となった要

因としては，次の２点が挙げられる。まず，

財政的要因が挙げられる。食糧の買付・備

蓄は，中央政府が実施するもの，地方政府

が実施するもの，の２つに分けられる。い

01年末 02 03

融資残高 7,432 7,366 6,902
食糧・食用油原料向け
　うち正常

正常以外（a）

6,096
2,122
3,975

6,088
2,332
3,756

5,710
2,153
3,557

綿花向け
　うち正常

正常以外（b）

1,248
448
800

1,188
332
856

1,100
143
957

食糧・食用油原料・綿花以外向け
　うち正常

正常以外（c）

46
39
7

49
42
7

55
50
5

その他融資 42 41 37

正常以外の合計（d=a+b+c） 4,782 4,619 4,519
（d）の融資残高に占める比率 64.3 62.7 65.5
資料 　第2表に同じ
（注） 　正常以外は予定通りに回収できない延期債権，貸倒等と定義

した。

第3表　 2001～03年の融資残高の中の
正常と正常以外の推移

（単位　億元，％）
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なった。07年には，農業生産資材の備蓄・

流通・販売向けの融資，農業・林業・牧畜

業・漁業分野の生産・加工・流通を行う農業

小企業向けの融資を実施できるようになっ

た。これらの食糧企業以外の企業向けの融

資を筆者は「農業産業化促進融資」とする。

また07年には，農村の道路・電力・水利

（飲水供給プロジェクトを含む）・郵便・通信

などインフラ施設の整備，食糧生産基地の

開発や整備，農業生態環境の改善，農業技

術の普及にかかる施設の整備，農産品流通

施設整備向けの中長期融資も実施できるよ

うになった。

さらに，09年には，県域（県レベルの市お

よび都市近郊の県を含む）では個人向け以外

の預金業務，県域のインフラ施設，文化や

教育施設，商業施設，農家住宅用地の整備

向けの融資を行えるようになった。10年に

は，農地改良や整備，農家住宅建設など向け

の融資（新農村建設向け融資）も承認された。

これらを整理してみると，以前廃止され

た農業・農村基盤整備融資は再び行われる

ようになり，融資対象が広がったことが見

て取れる。また，前述の農業産業化促進融

資は大手企業のみならず，農業中小企業も

対象とするようになった。

このように融資対象の拡大を受けて，同

行の融資額は10年の6,277億元に比べ，14年

には１兆1,185億元へと大きく増加した（第

４表）。14年の年間融資額の内訳をみると，

農産品安定化融資の年間融資額に占める比

率は59％で最も高いが，農業・農村基盤整

備融資および農業産業化促進融資額の合計

な管理方法を用いて，融資資金の管理や企

業運営への監督を通じて資金回収に取り組

んだものの，国有企業の赤字経営の体質を

根本から変えることができず，融資の未回

収問題は解決されなかった。

このような多額の未回収融資については，

中央政府の関係省庁が３回も整理・清算を

行い，中央政府・地方政府・食糧企業に対し

て，それぞれの責任の所在を明確にし，中

国農業発展銀行への返済を行うことにした。

（3）　第 3期（2004～14年）

―融資分野の拡大―

第１期，第２期には，中国農業発展銀行

は，食糧買付資金の融資を中心としていっ

たが，農村・都市間の経済格差が拡大しつ

つあり，農業基盤の整備や農村社会環境の

整備等に向けられる投資資金の必要性は増

大していた。こうしたなか，04年以降，都

市・農村間の経済格差を緩和するため，三

農問題と呼ばれている農民・農村・農業問

題の解決に重点を置いた国の施策がとられ

るようになった。これを受けて，中国銀行

業監督管理委員会（CBRC）は，より多くの

資金を農業・農村に投入するために，中国

農業発展銀行に対して融資内容の拡大を認

めた。拡大された具体的な融資内容は以下

の通りである。

04年から食糧・綿花・食用油原料分野の

大手企業（龍頭企業）向け融資を開始した。

06年には，食糧・綿花・食用油原料分野の

大手企業だけでなく，農業・林業・牧畜業・

漁業分野の大手企業にも融資できるように
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自営貸出の３つに分け

て集計するようになっ

た（第６表）。それぞれ

の明確な定義が示され

ていないなか，筆者の

ヒアリングや各種統計

をもとに整理してみる

と，政策貸出は国務院

が決める食糧・綿花・

食用油原料の買付や備

蓄，その他の肉類，糖，

羊毛などの国家備蓄に

関する資金，準政策貸

出は国からの要請ではないものの，地方政

府傘下の農業関連企業による食糧買付を支

援するための資金，自営貸出は同行の自ら

の判断で貸す企業向け融資，農業基盤整

備，農村インフラ整備向け資金など，と理

解することができる
（注4）
。

改めて第６表をみると，自営貸出の貸出

残高に占める比率は，06年末の23.9％から

10年末には36.5％となったが，その後は低

下し，12年末には11.4％となっている。自営

は4,618億元へと増大し，その比率が41％と

なった。とりわけ，農業・農村基盤整備融資

は大きく増加し，第１期（１割以下）に比べそ

の比率が３割前後となり，大幅に上昇した。

このように発足当初の農産品安定化融資

が依然として主な業務となっているが，農

業の産業化を促進し，農業・農村基盤を強

化するための融資が大きく拡大しており，

中国農業発展銀行の役割は変化しつつある

と言えよう。

加えて同行の経営状況も大きく改善し，

14年には法人所得税，貸倒引当金等控除後

の純利益が143億元となった（前掲第１表）。

また，同行が発表した不良債権比率も大き

く低下した（第５表）。ただし，前述した未

回収の資金は第５表に掲載されている不良

債権残高の中にそれほど含まれていないと

考えられる。

一方，新業務の展開につれ，同行は06年

前後に融資業務を，政策貸出，準政策貸出，

10年 11 12 13 14

農産品安定化融資（食糧企業） 3,052 4,641 5,834 6,991 6,566
うち 食糧・食用油原料買付・備蓄
綿花買付・備蓄・流通等
専項備蓄（砂糖・肉類・羊毛等）

2,395
537
120

3,357
1,091
194

3,409
2,136
289

4,364
2,391
236

5,210
1,356
…

農業・農村基盤整備融資（地方政府） 2,277 3,278 2,711 2,632 3,446
うち 農業基盤・農村インフラ施設整備
新農村建設
水利建設
農産品流通施設整備

1,393
575
236
73

740
2,077
359
102

427
1,708
469
107

213
1,669
647
102

538
2,158
657
93

農業産業化促進融資（食糧企業以外の企業） 949 1,227 1,385 1,192 1,172
うち 大手農業企業
農業科学技術分野
農業小企業
農業生産資材備蓄等

637
…
84

228

743
63
76

345

813
195
73

305

786
93
55

259

759
103
44

267

年間融資額 6,277 9,146 9,930 10,815 11,185
資料 　中国農業発展銀行の「年度報告」各年版を基に筆者作成
（注） 　食糧はコメ，小麦，トウモロコシを，食用油原料は菜種や胡麻などを指す。

第4表　2010～14年の融資額とその内訳の推移
（単位　億元）

貸出残高 不良債権
残高

不良債権
比率

04年末
05
06
07
08
09
10
11
12
13
14

7,190
7,871
8,844

10,224
12,193
14,513
16,710
18,738
21,851
25,027
28,314

1,352
799
677
643
463
524
466
274
217
179
162

18.8
10.2
7.7
6.3
3.8
3.6
2.8
1.5
1.0
0.7
0.6

資料 　第4表に同じ

第5表　2004～14年の不良債権比率の推移
（単位　億元，％）
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出した。04年７月に開かれた

国務院第57次常務会議では，

同年の１号文件の内容に依拠

し，中国農業発展銀行を現代

的銀行にするという方向性を

打ち出した
（注5）
。この方針に基づ

き，同行は，三農問題の解決

に向け，社会主義新農村の建

設への貢献という理念を掲げ，

自身の持続可能な発展を達成するために，

食糧買付・備蓄を中心とする食糧企業向け

融資業務を維持しながら，農業の産業化の

推進および農業・農村の発展に必要な中長

期融資業務も取り扱い始めた。

また，07年に開催された第３次全国金融

工作会議で，政策金融機関の改革について

は，政府の分類指導・「１行１政策」の原則

に従い，「まず，三大政策的金融機関の一つ

である国家開発銀行の改革を実施し，その

商業化を全面的に推進し，主として中長期

融資業務を行う」としていた
（注6）
。中国農業発

展銀行については，今後の方向性について

明確なことは決定されていなかったが，「政

策業務の範囲を拡大し，三農を支援するた

めのサービスを改善する」ということを目

指すとされた。国家開発銀行の商業化に伴

って，同行も先行き商業銀行にされるので

はないかという見方もあった。

前述したように，その後，11年８月に中

国農業発展銀行改革工作小組が創設された。

３年間の議論を経て，14年９月に開催され

た国務院第63次常務会議では，同行の改革

実施方案である「中国人民銀行の中国農業

貸出の増加によって，ほかの金融機関との

競合が激しくなり，批判を受けたことが背

景であろう。このように政策金融機関と民

間銀行の業務分野の棲み分けを求める声が

高まっており，11年８月に党中央・国務院

は中国人民銀行に対して中農弁（中央農村

工作領導弁公室），発展改革委員会，農業部，

法制弁（国務院法制弁公室），銀監会（銀行業

管理監督委員会）等の中央省庁と連携する

ことを指示し，「中国農業発展銀行改革工作

小組」（改革を行うための委員会）が創設され

た（貨幣執行政策報告11年第３四半期による）。
（注 4） 有力経済紙である21世紀経済報道（10年 9

月 6日）によると，中央政府は準政策貸出につ
いての存在を認めていない。

3　中国農業発展銀行の改革に
　　関する論点　　　　　　　

（1）　改革にかかわる議論の経緯

90 年代後半以降，農業・農村・農民とい

う三農問題への意識が高まった。03年に発

足した胡錦濤・温家宝体制はこの問題の本

格的な解決のために，工業が農業を，都市

が農村を支援するという新しい方針を打ち

06年末 08 10 12

残高 比率 残高 比率 残高 比率 残高 比率
政策貸出
準政策貸出

6,727
-

76.1
-

7,506
1,490

61.6
12.2

9,421
1,191

56.4
7.1

17,775
1,578

81.4
7.2

自営貸出 2,117 23.9 3,197 26.2 6,098 36.5 2,492 11.4
貸出残高 8,844 100.0 12,193 100.0 16,710 100.0 21,844 100.0
資料 　第2表に同じ
（注）1  　政策貸出は国務院が決める食糧・綿花等の買付や備蓄等に関する資金，準

政策貸出は地方政府傘下の農業関連企業による食糧買付を支援するための
資金，自営貸出は同行の自らの判断で貸す資金である。

2  　06年には準政策貸出という項目は設けられていない。
3  　比率は貸出残高に対するもの。

第6表　自営貸出残高とその比率の推移
（単位　億元，％）

農林中金総合研究所 
http://www.nochuri.co.jp/



農林金融2015・8
29 - 487

この改革案を受けて，融資全体に占める

政策貸出を７割，自営貸出を３割とするこ

と，資本金を追加拠出すること，未回収融

資（約3,000億元）を今後の利益還流や財政

支出で解決していくことが報道されている
（注7）
。

また，国家税務局副局長（解学智氏），中国

銀行の副頭取（祝樹民氏）がそれぞれ同行の

会長，頭取になるなど，経営体制も刷新し

た。この体制下，新経営陣の税務，商業銀

行での経営経験を活かし，新たな改革に取

り込むことになっている。

しかし，政策貸出，自営貸出の明確な分

離ができるかは疑問である。94年以前には，

１つの国有専業銀行のなかで政策融資業務

と商業融資業務を同時に展開しており，商

業融資業務での損失を，政策融資業務によ

って生じた損失に付け替えることが行われ

ていた。また，中国農業発展銀行が政策金

融機関である以上，赤字のもとが何であろ

うと，最終的に財政による補てんを期待し

たモラルハザードの発生を防止することは

困難である。こうした問題を解決し，政策

貸出と自営貸出の分離を明確にするために

は，同行はコーポレート・ガバナンスを強

化するとともに，会計や融資内容をチェッ

クできる第三者委員会の導入や自ら十分か

つ正確な情報を開示する必要があろう。
（注 7） 中国ニュースサイトの財新網15年 4月21日
による。

おわりに

設立初期の中国農業発展銀行は，食糧生

発展銀行改革実施総案に関する伺い」を審

議して通過した。その後，中央全面深化改

革領導小組（習近平主席が組長）による批准

を行い，国務院は同年12月に正式にその実

施を決定した。
（注 5） 「中央 1号文件」というのは，共産党中央委
員会と国務院が出すその年の最も重要な課題を
示す政策文書である。毎年暮れに，その年の農
業，農政に関する総括を行う中央農村工作会議
があり，そこで文書が採択され，翌年党の中央
1号文件として発表される。

（注 6） 全国金融工作会議は， 5年に 1回のペース
で開かれる金融改革などに関する重要な政策方
針を決める会議である。これまで計 4回開催さ
れたが，97年の第 1回は国有銀行の不良債債権
処理など，02年の第 2回は国有銀行の上場や銀
監会の新設など，07年の第 3回は中国農業銀行
の上場や政策金融機関の改革など，12年の第 4

回は金利の自由化や人民元の国際化などを慎重
に進めることなど，を決定した。

（2）　現在の改革案と疑問点

改革案の詳細な内容は公表されていない

が，15年４月に中国政府網は同方案に対す

る国務院の決定内容についての文章を公表

した。それによると，①この方案に同意し，

真剣に実施すること，②中国農業発展銀行

が政策貸出を主要な業務とすることを堅持

し，具体的には，政策貸出と自営貸出を明

確に分類し，それぞれの会計帳簿を作成す

ること，責任所在の明確化や補てんシステ

ムの構築を行うこと，自己資本比率を高め

ること，コーポレート・ガバナンスを強化

することなどを通じて，同行を新たな農業

政策金融機関にすること，③関係省庁間の

連携を強め，迅速にこの改革案を実施して

いくが，重大なことについては国務院に報

告すること，などが挙げられている。
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システムが十分に構築されていなかったた

め，国有食糧企業の逆ザヤによる赤字経営

等を受けての資金回収は順調ではなく，融

資回収がいつ終了するかも不透明である。

さらに，打ち出された同行の改革案をも

とに，政策貸出と自営貸出の明確な区分が

できるかという問題も抱えており，先行き

の展開が懸念される。加えて，大手企業へ

の融資は，民間金融に任せるべきという世

論を意識する必要もあろう。

今後の展開としては，中国農業発展銀行

は農業・農村基盤整備を支える政策金融の

機能を強化しながら，多数出現している農

業生産に意欲のある家庭農場や大規模農家

などに直接融資するなど，農業経営主体の

変化を考慮した融資を検討することも必要

と考えられる。
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（オウ　ライケン）

産・流通にとって重要な食糧買付専用資金

の融資，食糧市場の主体である国有食糧企

業への融資管理の強化を通じて，食糧流通

の市場化改革において金融面から重要な役

割を果たした。今日も同行の農産品安定化

融資は依然として主要な業務となっており，

食糧生産・流通の円滑化を図る上で重要性

を持っている。

しかし，食糧流通の市場化改革に伴って，

融資業務が縮小していったため，新たな融

資分野を求めた。また，WTO加盟対応，農業

の産業化の推進，農業基盤や農村インフラ

の整備・拡充などが求められ，04年以降の同

行は新業務を相次いで展開した。これらの

新業務は，中国における重要課題の一つで

ある三農問題を解決するために必要となる

農業・農村への投資資金の不足や農村中小

企業の資金調達難を緩和する役目を果たし

たとみられ，そのことは評価すべきである。

政策金融機関に位置づけられる同行にと

って，政策目標は営利目標より重要ではあ

るが，その大前提に金融機関としての存続

がある。政策金融機関が，政策遂行的機能

を持つことは当然であるが，政策金融が赤

字とイコールではないし，銀行として本来

持つべき性格を放棄してはならないであろ

う。この意味で同行は既存の政策業務を維

持しつつ，融資分野の拡大を通じて経営の

黒字化を実現したことの意味も大きいと考

えられる。

一方，国の政策に沿って同行の政策融資

が実施されてきたにもかかわらず，政策に

伴って必然的に発生する赤字を補てんする
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